
証券コード　5941
平成30年６月13日

株 主 各 位
大阪市生野区南五丁目４番14号

代表取締役社長 中 西 昭 夫

第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第62期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水
曜日）午後５時30分までに到着するようご送付くださいますようお願い申しあげ
ます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区神崎町４番12号

味覚糖ＵＨＡ館９階　ＵＨＡホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第62期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告および計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.nakanishi.co.jp/）に掲載させ
ていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

　当期におけるわが国経済は、企業収益が好調ななか、雇用・所得環境の改

善が続き、緩やかな回復基調にあるものの、世界経済の不確実性など、先行

きが不透明な状況で推移いたしました。

　このような経営環境のなか、当社におきましては、大型案件や中小型案件

の受注が順調に推移し、売上高は269億32百万円（前年同期比4.2％増）と過

去 高を更新いたしましたが、利益率の高い物件が前年より少ないなか、人

件費や修繕費、IT関連等の経費が増加し、営業利益は19億38百万円（前年同

期比10.3％減）、経常利益は20億32百万円（前年同期比9.2％減）、当期純利

益は13億７百万円（前年同期比8.3％減）となりました。

（品目別売上高の状況）
（単位：百万円）

品目別
第61期(平成29年３月期)

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

第62期(平成30年３月期)

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

％ ％
洗 浄 機 ・ 消 毒 機 5,403 20.9 4,878 18.1

調 理 機 器 8,740 33.8 9,105 33.8

そ の 他 11,603 44.9 12,840 47.7

業 務 用 厨 房 機 器
製 造 販 売 事 業 （ 計 ）

25,747 99.6 26,824 99.6

不動産賃貸事業（計） 107 0.4 107 0.4

合 計 25,854 100.0 26,932 100.0

(注)｢不動産賃貸事業」は、平成26年12月に東京本社ビルを購入し開始したものであり、事業者向
け賃貸事務所および賃貸駐車場を運営しております。
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(2) 設備投資の状況

　当期中において実施いたしました当社の設備投資の総額は15億18百万

円であります。

　その主なものは、群馬工場の土地の取得（７億46百万円）および建設中の

建物等（７億14百万円）であります。

(3) 資金調達の状況

　当期中に、所要資金として、金融機関より長期借入金として20億円の

調達を実施いたしました。

　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区　分
第 59 期

(平成27年３月期)
第 60 期

(平成28年３月期)
第 61 期

(平成29年３月期)
第62期(当期)

(平成30年３月期)

売 上 高 （百万円） 25,530 22,023 25,854 26,932

経 常 利 益 （百万円） 2,023 1,465 2,238 2,032

当 期 純 利 益 （百万円） 1,069 913 1,425 1,307

１株当たり当期純利益 （円） 169.76 144.90 226.25 207.40

純 資 産 （百万円） 10,653 11,517 13,015 14,225

総 資 産 （百万円） 19,643 19,319 20,688 24,529

１株当たり純資産額 （円） 1,690.36 1,827.43 2,065.15 2,257.18

（注）１株当たり当期純利益は期中平均株式数、１株当たり純資産額は期末発行済株式数に基づ

き算出しております。

(5) 重要な親会社および子会社の状況

①　重要な親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

　該当事項はありません。
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(6) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、日本政府の政策の影響や、世界経済の動向

などの懸念要因もあり、引き続き予断を許さない経済環境が続くものと予測

されます。

　このような状況のなかで、当社は、人手不足感が強まり、業務の合理化に

対する意識が高まってきた国内市場のトレンドをとらえ、合理的な大型シス

テム機器や環境にも配慮した省エネタイプの製品開発等に力を注ぎながら、

主要販売先である学校・病院・事業所・外食産業分野への厨房システムの販

売力強化に向けて、営業部門、生産部門および管理部門の各部門が一体とな

って取り組み、業績向上に向けてまい進する所存でございます。

　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご指導、ご支援を賜りま

すよう心からお願い申しあげます。
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(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　当社は、集団給食設備・衛生水道設備の設計施工および総合厨房機械器具・

食品加工機械器具の製造ならびに販売を主な事業としております。

(8) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）

本 社 東京、大阪

支 店
北海道（札幌市）、東北（仙台市）、北関東（さいたま市）、
東関東（千葉市）、東京、名古屋、大阪、中四国（広島市）、
九州（福岡市）

営 業 所

旭川、帯広、北見、青森、盛岡、秋田、山形、福島、宇都宮、群馬
（高崎市）、新潟、杉並、練馬、多摩（府中市）、横浜、長野、富
山、金沢、福井、岐阜、静岡、伊東、豊田、津、伊賀、京都、神戸、
奈良（大和郡山市）、岡山、山口、徳島、高松、松山、佐賀、長崎、
熊本、大分、宮崎、鹿児島、那覇

工 場 奈良（大和郡山市）

物 流 セ ン タ ー 三重（伊賀市）

(9) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

476名 29名増 40.3歳 12.1年

（注）上記使用人数には、嘱託33名ならびにパートタイマー17名を含んでおりません。

(10) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,800百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 600百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100百万円

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日に株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変
更されております。
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２．会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 17,000,000株

(2) 発行済株式の総数 6,306,000株

(3) 株主数 1,072名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

中 西 一 真 477千株 7.5％

中 西 製 作 所 取 引 先 持 株 会 438千株 6.9％

Ｈ Ｓ Ｂ Ｃ 　 Ｂ Ａ Ｎ Ｋ 　 Ｐ Ｌ Ｃ 　 Ａ ／ Ｃ
ＭＡＲＡＴＨＯＮ　ＦＵＳＩＯＮ　ＪＡＰＡＮ
Ｐ Ａ Ｒ Ｔ Ｎ Ｅ Ｒ Ｓ Ｈ Ｉ Ｐ 　 Ｌ Ｐ

400千株 6.3％

中 西 昭 夫 394千株 6.2％

ＵＢＳ　ＡＧ　ＬＯＮＤＯＮ　Ａ／Ｃ
Ｉ Ｐ Ｂ 　 Ｓ Ｅ Ｇ Ｒ Ｅ Ｇ Ａ Ｔ Ｅ Ｄ
Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ 　 Ａ Ｃ Ｃ Ｏ Ｕ Ｎ Ｔ

309千株 4.9％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 301千株 4.7％

中 西 製 作 所 従 業 員 持 株 会 217千株 3.4％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

196千株 3.1％

福 島 工 業 株 式 会 社 185千株 2.9％

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ
ＴＲＵＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ
ＡＣＣＯＵＮＴ　ＯＭ０２　５０５００２

157千株 2.4％

（注）持株比率は自己株式（3,521株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社の役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 中 西 昭 夫

代 表 取 締 役 副 社 長 中 西 一 真

常 務 取 締 役 栫 井 正 博 営 業 本 部 長

取 締 役 小 林 秀 明 営 業 本 部 東 日 本 ブ ロ ッ ク 長

取 締 役 小 松 順 一 生 産 本 部 長

取 締 役 藤 本 加 代 子 社会福祉法人隆生福祉会理事長

取 締 役  井 一 成
堂 島 総 合 法 律 事 務 所
パ ー ト ナ ー 弁 護 士

監 　 査 　 役 （ 常 勤 ） 梅 本 　 進

監 査 役 伊 藤 卓 也

監 査 役 権 藤 健 一
弁護士法人権藤・黒田・岸野
法 律 事 務 所 代 表 社 員

監 査 役 横 林 史 郎 横 林 史 郎 税 理 士 事 務 所 代 表

（注）１．取締役藤本加代子および取締役井一成の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役伊藤卓也、監査役権藤健一および監査役横林史郎の各氏は、社外監査役であり

ます。

３．監査役横林史郎氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。

４．当社は、取締役藤本加代子、取締役井一成、監査役権藤健一および監査役横林史郎

の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

５．当事業年度中の取締役および監査役の異動は次のとおりであります。

　①平成29年６月29日開催の第61期定時株主総会終結の時をもって、取締役中西一郎およ

び取締役橋本正人の両氏は任期満了により退任いたしました。

　②平成29年６月29日開催の第61期定時株主総会において、新たに中西一真および小松順

一の両氏は取締役に選任され就任いたしました。

６．当社と社外取締役および社外監査役の重要な兼職先との間には、特別の関係はありま

せん。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の総額

  イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

9名
（2）

100百万円
（4）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

4名
（3）

14百万円
（7）

合 計 13名 115百万円

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成６年４月１日開催の臨時株主総会において年額500百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成６年４月１日開催の臨時株主総会において年額50百万円

以内と決議いただいております。

４．取締役および監査役の報酬等の総額には、平成29年６月29日開催の第61期定時株主総

会終結の時をもって退任した取締役２名の在任中の報酬等が含まれております。なお、

当事業年度末現在の役員の員数は、取締役７名および監査役４名であります。

  ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
  平成25年６月27日開催の第57期定時株主総会決議に基づき、平成29年６
月29日開催の第61期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役に対
し支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

・取締役２名に対し95百万円

（金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員
退職慰労引当金の繰入額として、取締役２名95百万円が含まれておりま
す。）
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(3) 社外役員に関する事項

 ① 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 藤　本　加代子
取締役会10回中８回出席し、長年にわたる会社経営の豊
富な知識や経験を活かし、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。

社外取締役  井 一 成
取締役会10回中９回出席し、弁護士としての専門的見地
から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。

社外監査役 伊 藤 卓 也
取締役会は10回中10回、監査役会は８回中８回それぞれ
出席し、他社において培われた豊富な知識・経験に基づ
く助言・提言を適宜行っております。

社外監査役 権 藤 健 一
取締役会は10回中９回、監査役会は８回中８回それぞれ
出席し、弁護士としての専門的見地から、助言・提言を
適宜行っております。

社外監査役 横 林 史 郎
取締役会は10回中10回、監査役会は８回中８回それぞれ
出席し、税理士としての専門的見地から、助言・提言を
適宜行っております。

 ② 責任限定契約の内容の概要

  当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令に定める 低責任限度額としております。
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人に対する報酬等の額

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

20,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

　　ております。

　　　２．監査役会は、前事業年度における監査実績の分析・評価、監査計画と実績の対比、当

　　事業年度の監査計画における監査日数および報酬額の見積りの相当性等について検討

　　の結果、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会

におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

　制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　は以下のとおりであります。

　①　取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

　るための体制

　　当社は、経営の基本方針に則った「行動規範」を策定し、代表取締役社

　長がその精神を役職者はじめ全使用人に継続的に伝達することにより、法

　令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを徹底し、内部監査

　室がコンプライアンス体制の構築、維持、整備にあたる。

　　監査役および内部監査室は連携しコンプライアンス体制の調査、法令な

　らびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告する。取締役会は定

　期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

　　また、当社は、使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等を認知し、

　それを告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない。

　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理は、文書または電磁的

　媒体に記録し保存する。

　　監査役は取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について、関

　連諸規程に準拠して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締

　役会に報告する。

　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　リスクを体系的に管理するため、「与信管理規程」等のリスクに対する

　関連諸規程に基づき、内部監査室が全社的なリスクを総括して管理する。

　　内部監査室は監査役と連携をとりながら各部門のリスク管理状況を監査

　し、その結果を取締役会に報告する。取締役会は定期的にリスク管理体制

　を見直し、問題点の把握と改善に努める。

　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　中期経営計画および年次経営計画に基づいた各部門の目標に対し、各部

　門取締役は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策および

　効率的な業務遂行体制を決定する。

　　各部門取締役は、取締役会および本部長会において定期的に報告し、施

　策および効率的な業務の執行体制を阻害する要因の分析とその改善を図る。
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　　⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

　　　　当該使用人に関する事項、および当該使用人の取締役からの独立性に関

　　　　する事項

　　監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

　役会は、監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人を指名することが

　できる。また、監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人

　への指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けない

　ものとする。

　⑥　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

　の報告に関する体制

　　取締役および使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項お

　よび不正行為や法令ならびに定款に違反する行為を認知した場合、直ちに

　監査役に報告するものとする。

　⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　監査役は重要な意思決定の手順や業務の執行状況を把握するため、取締

　役会等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務の執行に係る重要

　な文書を閲覧し、取締役および使用人に説明を求めることとする。

　　また、監査役はその独立性と権限により、監査の実効性を確保するとと

　もに、内部監査室および会計監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監査

　成果の達成を図る。

　　なお、監査役がその職務の執行について、費用の前払いまたは償還等の

　請求を行った時は、当該請求に係る費用または債務が監査役の職務の執行

　に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該請求に係る費用ま

　たは債務の処理を行うものとする。

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　　当事業年度中における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　は以下のとおりであり、適切に運用されていることを確認しております。

　　・取締役会を10回開催し、重要事項を決議するとともに職務の執行状況を報

　　　告し、業務執行の監督を行いました。

　　・監査役会を８回開催し、各監査役の監査状況を報告するとともに内部監査

　　　室より内部監査の報告を受け、業務執行の監査を行いました。

　　・財務報告に係る内部統制評価の実施および評価結果の検討等のために本部

　　　長会で適宜審議いたしました。
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

特 許 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,145,368

4,226,505

1,665,490

6,624,239

798,288

798,560

539,213

30,258

181,799

271,145

13,319

△3,453

9,384,404

7,545,995

2,314,183

5,997

357,543

215

72,133

4,054,948

25,992

714,982

209,495

14

199,180

10,300

1,628,913

1,166,660

610

8,269

4,947

299,000

157,707

△8,281

流 動 負 債 6,865,570
支 払 手 形 737,763
電 子 記 録 債 務 1,258,621
買 掛 金 2,595,987
短 期 借 入 金 400,000
リ ー ス 債 務 8,763
未 払 金 295,310
未 払 費 用 219,195
未 払 法 人 税 等 312,111
未 払 消 費 税 等 133,604
前 受 金 540,421
預 り 金 55,578
前 受 収 益 9,937
賞 与 引 当 金 288,337
そ の 他 9,937

固 定 負 債 3,438,398
長 期 借 入 金 2,300,000
長 期 未 払 金 188,533
リ ー ス 債 務 21,346
繰 延 税 金 負 債 8,108
退 職 給 付 引 当 金 852,599
資 産 除 去 債 務 21,375
そ の 他 46,435

負 債 合 計 10,303,969
純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,255,590
資 本 金 1,445,600
資 本 剰 余 金 1,537,125
資 本 準 備 金 1,537,125
利 益 剰 余 金 11,275,529
利 益 準 備 金 86,779
そ の 他 利 益 剰 余 金 11,188,750
圧 縮 記 帳 積 立 金 31,442
別 途 積 立 金 3,930,000
繰 越 利 益 剰 余 金 7,227,307

自 己 株 式 △2,663
評価・換算差額等 △29,787
その他有価証券評価差額金 580,664
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,753
土地再評価差額金 △608,697

純 資 産 合 計 14,225,803

資 産 合 計 24,529,772 負 債 純 資 産 合 計 24,529,772
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 26,932,358

売 上 原 価 19,812,197

売 上 総 利 益 7,120,160

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,181,973

営 業 利 益 1,938,186

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,462

仕 入 割 引 61,221

そ の 他 36,233 112,916

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,533

支 払 手 数 料 10,500

そ の 他 4,155 18,188

経 常 利 益 2,032,915

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,164

固 定 資 産 売 却 損 49

減 損 損 失 14,725 15,939

税 引 前 当 期 純 利 益 2,016,975

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 723,161

法 人 税 等 調 整 額 △13,333 709,828

当 期 純 利 益 1,307,147
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計圧縮記帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成29年４月１日　残高 1,445,600 1,537,125 86,779 37,771 3,930,000 6,128,119 10,182,669 △2,477

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △214,288 △214,288

当 期 純 利 益 1,307,147 1,307,147

圧縮記帳積立金の取崩 △6,328 6,328 －

自 己 株 式 の 取 得 △186

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － △6,328 － 1,099,187 1,092,859 △186

平成30年３月31日　残高 1,445,600 1,537,125 86,779 31,442 3,930,000 7,227,307 11,275,529 △2,663

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計株 主 資 本
合 　 　 計

その他有価
証券評価差
額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成29年４月1日　残高 13,162,917 461,561 18 △608,697 △147,118 13,015,798

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △214,288 △214,288

当 期 純 利 益 1,307,147 1,307,147

圧縮記帳積立金の取崩 － －

自 己 株 式 の 取 得 △186 △186

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

119,103 △1,771 117,331 117,331

事業年度中の変動額合計 1,092,672 119,103 △1,771 － 117,331 1,210,004

平成30年３月31日　残高 14,255,590 580,664 △1,753 △608,697 △29,787 14,225,803
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法を採用しております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品・原材料・仕掛品（標準部品）

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(2）製品・仕掛品（その他）

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

(3）貯蔵品

　 終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～50年

有形固定資産　その他　２～30年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。
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(3）リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

(4）長期前払費用　　　　　　　　定額法を採用しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2）賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

なお、年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債

務に当該企業年金制度に係る未認識数理計算上の差

異等を加減した額を超えている場合には、貸借対照表

の前払年金費用に計上しております。
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７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の

要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建買入れ債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッ

ジしております。

④ ヘッジの有効性評価の方針

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価して

おります。

(2）消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1）担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 390,988千円

土地 1,590,804

計 1,981,793

　　上記に対応する債務は、次のとおりであります。

短期借入金 200,000千円

長期借入金 300,000

計 500,000

(2）当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社（６社）の借入債務に対して担保を提

供しており、担保に供する資産は以下のとおりであります。

普通預金 61,271千円

投資有価証券 8,400

計 69,671
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２．有形固定資産の減価償却累計額 2,871,324千円

３．土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の

土地の再評価を行い土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。再評価の方法に

ついては「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第４号に定める方法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額

821,708千円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末株
式数(株)

発行済株式

普通株式 6,306,000 － － 6,306,000

合計 6,306,000 － － 6,306,000

自己株式

普通株式 3,411 110 － 3,521

合計 3,411 110 － 3,521

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加110株は、単元未満株式の買取によるものでありま

す。

２．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月29日
定時株主総会

普 通 株 式 214,288 34.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月28日
定時株主総会

普 通 株 式 220,586 利益剰余金 35.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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Ⅳ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 260,042千円

長期未払金 57,502

賞与引当金 87,942

未払賞与社会保険料 12,946

たな卸資産評価損 13,118

投資有価証券評価損 11,909

貸倒引当金 3,579

試験研究費 126,284

未払事業税 19,979

資産除去債務 6,519

減損損失 4,491

その他 67,443

繰延税金資産小計 671,759

評価性引当額 △30,452

繰延税金資産合計 641,307

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △237,688

前払年金費用 △91,195

固定資産圧縮積立金 △13,798

その他 △35,587

繰延税金負債合計 △378,269

繰延税金資産の純額 263,037
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Ⅴ. 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

資金運用

資金運用は、短期的な預金等及び安全性の高い金融資産での運用に限定しておりま

す。

資金調達

資金調達は、銀行等の金融機関からの借入により行っております。また、デリバテ

ィブについては、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクを回避するための

取引及び長期借入金の金利変動リスクを回避するための取引に限定し、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

金融資産

営業債権：信用リスク（取引先の契約不履行による回収遅延及び回収不能）

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の財務状況等に係る信用リスクに晒

されております。

投資有価証券：市場リスク（価額変動）及び財務状況悪化リスク

投資有価証券である株式は、上場株式には市場価格の変動リスク、非上場株式に

は財務状況の悪化リスクが存在しております。なお、株式の取得は業務上の関係を

有する企業に関連したものに限定し、投機的な取引は行わない方針であります。

金融負債

営業債務：流動性リスク（資金繰り）及び市場リスク（為替変動）

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、短期に支払期日が到来す

るため、資金繰りに関する流動性リスクが存在しております。また、買掛金の一部

には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リスクが存在しており

ます。

借入金：流動性リスク（資金繰り）及び市場リスク（金利変動）

借入金には、資金繰りに関する流動性リスク及び市場における金利変動リスクが

存在しております。

償還期限について

借入金の償還期限は 長５年であります。
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デリバティブ

外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッ

ジ方針、ヘッジの有効性評価の方針等については、前述「Ⅰ．重要な会計方針に係る

事項に関する注記「７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項「(1) ヘ

ッジ会計の方法」」」をご参照ください。

(3) リスク管理体制

信用リスク

与信管理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による不良債権の発生防止に努めております。

市場リスク（価額変動）及び財務状況悪化リスク

定期的に時価を把握し、必要に応じて取締役会に報告しております。また、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

市場リスク（為替変動・金利変動）

必要に応じてヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引及び金利スワップ取引によ

るリスク管理を行うものとしております。

流動性リスク（資金繰り）

資金管理取扱規程に従い、適時に資金計画を作成して資金繰りを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額を採用しております。よって、当該価額の算定において異なる前

提条件等を採用することにより当該価額が変動することがあります。

また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの

ではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（千円）

時　　価
（千円）

差　　額
（千円）

(1) 現金及び預金 4,226,505 4,226,505 －

(2) 受取手形 1,665,490 1,665,490 －

(3) 売掛金 6,624,239 6,624,239 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 1,149,110 1,149,110 －

資産計 13,665,345 13,665,345 －

(1) 支払手形 737,763 737,763 －

(2) 電子記録債務 1,258,621 1,258,621 －

(3) 買掛金 2,595,987 2,595,987 －

(4) 短期借入金 400,000 400,000 －

(5) 長期借入金 2,300,000 2,300,000 －

負債計 7,292,372 7,292,372 －

デリバティブ取引（*） (2,522) (2,522) －

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(2) 受取手形、(3) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。
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(4) 投資有価証券

株式は取引所の価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照

表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差　　額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 330,757 1,149,110 818,352

合計 330,757 1,149,110 818,352

負　債

(1) 支払手形、(2) 電子記録債務、(3) 買掛金、(4) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(5) 長期借入金

長期借入金の現在価値については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定しております。また、変動金利による長

期借入金については、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に

基づき算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 17,550

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「資産（4）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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Ⅵ．賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都において、当社で使用するオフィスビル（土地を含む。）を所有してお

り、一部を賃貸用オフィスとして使用しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

    　（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

1,577,563 1,795,821

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

　　 ２．当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額であります。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,257円18銭

１株当たり当期純利益 207円40銭
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Ⅷ．その他の注記

　減損損失

　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　１．減損損失を認識した資産または資産グループの概要

場所 用途 種類 金額（千円）

町田営業所
（東京都町田市）

販売設備 建物 14,725

　２．減損損失を認識するに至った経緯及び減損損失の金額

　収益性の低下が認められた資産または資産グループにつきまして、資産または資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に14,725千

円計上しております。

　３．資産のグルーピングの方法

　当社は、事業用資産については基本的に管理会計上の区分を考慮して、主に支店営業所・

事業部別にグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを

行っております。

　４．回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は備忘価額をもって評価しております。
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月21日

株式会社中西製作所
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 竹 伸 幸 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 男 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社中西製作所の平成29
年４月１日から平成30年３月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第62期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

　　果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
　　て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

　　等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監
　　査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

　　　ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
　　　主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

　　　するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
　　　法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
　　　容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
　　　及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
　　　て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月24日

株式会社中西製作所　監査役会
常勤監査役 梅 本 　 進 

社外監査役 伊 藤 卓 也 

社外監査役 権 藤 健 一 

社外監査役 横 林 史 郎 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第62期の期末配当につきましては、株主の皆さまへの利益還元を経営

上の重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本としながら、当事

業年度の業績ならびに将来の事業展開等を勘案いたしまして、以下のと

おりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金35円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は220,586,765円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日

平成30年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案　監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役権藤健一および横林史郎の両氏は任期満

了となりますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社株式
の 数

１

ごん

権
どう

藤
けん

健
いち

一

(昭和28年４月14日生)

昭和62年４月　弁護士登録（大阪弁護士会）

平成４年４月　尾川・権藤法律事務所開設

平成22年４月　弁護士法人権藤・黒田法律事

務所（現弁護士法人権藤・黒

田・岸野法律事務所）設立

　　　　　　　同事務所代表社員（現任）

平成26年８月　当社仮監査役

平成26年10月　当社社外監査役（現任）

－株

２

よこ

横
はやし

林
し

史
ろう

郎

(昭和28年１月19日生)

昭和46年４月　広島国税局入局

平成18年７月　西淀川税務署長

平成24年７月　門真税務署長

平成25年９月　横林史郎税理士事務所開設

　　　　　　　同事務所代表（現任）

平成26年10月　当社社外監査役（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．社外監査役候補者に関する事項

　①　候補者権藤健一および横林史郎の両氏は社外監査役候補者であり、現在、当社の社

外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって権藤健

一氏は３年10ヵ月、横林史郎氏は３年８ヵ月となります。

　②　社外監査役候補者の選任理由は、次のとおりであります。

　　　　権藤健一氏につきましては、弁護士として企業法務に精通しており、その豊富な

　専門知識や経験等を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいため、社外監査

　役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接会社経営に関与され

　た経験はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行し

　ていただけるものと判断いたしました。

　横林史郎氏につきましては、国税出身の税理士として企業税務に精通しており、

その豊富な専門知識や経験等を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいため、

社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接会社経営に

関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切

に遂行していただけるものと判断いたしました。

　③　両氏は当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定

はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。
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　④　両氏は当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等

以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

　⑤　当社は、両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としており、両氏の再

任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

　⑥　当社は、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

以　上
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